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命   令   書   

 

 

 申 立 人  Ｘ１ 

 

        

 被申立人  Ｙ１会社 

       代表取締役    Ｂ１ 

 

 

被申立人  Ｙ２組合 

執行委員長    Ｂ２ 

 

被申立人  Ｂ２ 

        

 

上記当事者間の都労委令和２年不第111号事件について、当委員会は、令和６年

12月17日第1855回公益委員会議において、会長公益委員團藤丈士、公益委員太田

治夫、同水町勇一郎、同神吉知郁子、同北井久美子、同富永晃一、同西村美香、

同森円香、同渡邉敦子の合議により、次のとおり命令する。 

 

主       文 

 

本件申立てを棄却する。 

 

理       由 

 

第１ 事案の概要及び請求する救済の内容の要旨 

１ 事案の概要 

 平成30年１月12日、被申立人Ｙ２組合（以下「Ｙ２組合」という。）は、被
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申立人株式会社Ｙ１会社（以下「会社」という。）が申立人Ｘ１（以下「Ｘ１」

という。）らを提訴したことを申立事実として、当委員会に対し、不当労働行

為救済申立てを行った（都労委平成30年不第３号事件。以下「前件」という。）。 

令和元年12月24日、Ｙ２組合と会社とは、会社がＹ２組合に対し解決金を

支払うことなどを内容とする和解協定書（以下「本件和解協定書」という。）

を締結し、２年１月７日、Ｙ２組合は、当委員会に対し、前件申立てに係る

取下書を提出した。 

１月30日、Ｘ１は、Ｙ２組合が同人の意向に反して本件和解協定書を締結

したことなどを理由にＹ２組合を脱退し、12月23日、本件不当労働行為救済

申立てを行った。 

本件は、①Ｙ２組合及び被申立人Ｂ２（以下「Ｂ２」という。）は、Ｘ１と

の関係で、労働組合法（以下「労組法」という。）上の使用者に当たるか、②

Ｙ２組合と会社とが、元年12月24日付けで本件和解協定書を締結したことは、

Ｙ２組合の組織運営に対する支配介入に当たるか、③会社が、元年12月24日

以降、Ｘ１の所属する店舗を除いて賞罰の告示を再開した事実が認められる

か、認められる場合、それが支配介入及び不当労働行為救済申立てを理由と

する不利益取扱いに当たるか、が争われた事案である。 

２ 請求する救済の内容の要旨 

  本件の調査手続終了時において、Ｘ１の請求する救済内容の要旨は以下の

とおりであった。 

⑴ Ｙ２組合が提出した前件の申立取下書をなかったものとすること。 

  ⑵ 被申立人らによる誓約書の掲示及び手交 

第２ 認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 申立人 

申立人Ｘ１は平成25年４月に会社に入社し、本件申立時、会社が○○県

○○市において運営する薬局の○○店（以下「○○店」という。）に所属し

ていた。 

なお、Ｘ１は、令和元年６月から休職し、３年３月に復職した。 

⑵ 被申立人ら 
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ア 会社 

被申立人会社は、肩書地に本社を置き、薬局の運営等の事業を行って

いる株式会社であり、本件申立時の従業員数は約10,000名であった。 

会社には、いわゆる企業内労働組合であるＣ１組合が存在し、Ｘ１も

平成29年12月７日まで同組合に在籍していた。 

イ Ｙ２組合及びＢ２ 

被申立人Ｙ２組合は、24年４月に結成された、肩書地に事務所を置く、

いわゆる合同労組であり、本件申立時における組合員数は約300名であ

った。 

被申立人Ｂ２は、Ｙ２組合の執行委員長として活動している者である。 

なお、令和６年２月、東京地方裁判所は、Ｙ２組合を除名された組合

員らがＹ２組合を被告として提起した総会決議不存在確認等請求事件

について、Ｂ２を執行委員長に選任することを決議の内容に含むＹ２組

合の総会決議がいずれも不存在であることを確認することなどを内容

とする判決を言い渡した。 

しかし、本件の審査手続においてＹ２組合の執行委員長として陳述等

を行ったのはＢ２であったことから、本命令書では、同人を現にＹ２組

合の代表者として陳述等を行った者という趣旨で執行委員長として記

載する。 

２ Ｘ１のＹ２組合加入に至る経緯 

⑴ 会社の転宅赴任規定には、以下の規定が存在する。 

ア 第６条（入居が認められる者） 

⑵ 新規採用された扶養家族のない者および単身赴任者で会社

が認めた者のうち、入社時点の住居から配属店までの通勤が困

難な者 

イ 第10条（社宅使用料） 

社宅の家賃は、会社が支払い、社宅使用料を給与より控除す

る 

ウ 第12条（退去事由、退去期間） 

⑻ 扶養・同居の有無にかかわらず家族が発生したとき 事由発
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生日より２週間以内 

エ 第13条（退去の際の使用料の計算方法） 

前条の退去期間の社宅使用料は退去事由の生じた日から退

去するまでの期間に応じ別表の額を入居者の負担とする 

別表 

社宅使用料 一律 30,000円 

退去の際の使用料 30,000円×退去事由発生の日より退去ま

での入居日数／30 

 

Ｘ１は平成28年11月７日に婚姻し、29年２月24日に会社の社宅を退去し

たことから、会社は、Ｘ１の３月支給分の給与から、婚姻後２週間が経過

した28年11月21日から29年２月24日までの社宅費用相当額（社宅使用に関

する会社負担分）（以下単に「社宅費用相当額」という。）を控除した。 

その後、会社は、労働基準監督署からの指摘を受け、上記社宅費用相当

額の金員をＸ１に返還した。 

⑵ 29年11月８日、会社は、Ｘ１及びＸ１の身元保証人ら（以下併せて「Ｘ

１ら」という。）に対し、催告書を送付し、28年11月21日から29年２月24日

までの社宅費用相当額の支払を求めた。 

⑶ 12月７日、Ｘ１は、同日まで所属していたＣ１組合を脱退し、Ｙ２組合

に加入した。 

12月７日、Ｙ２組合は、会社に対し、Ｘ１のＹ２組合加入を通知すると

ともに、Ｘ１に対する社宅費用相当額の請求を放棄することやＸ１への未

払賃金の支払などを要求事項として団体交渉の実施を求めた。 

その後、Ｙ２組合と会社との協議により、30年１月11日に団体交渉を実

施することとなった。 

３ 不当利得返還請求訴訟等の経過 

 29年12月11日、会社は、神奈川簡易裁判所に対し、Ｘ１らを被告として社

宅費用相当額（前記２⑴⑵）の不当利得返還請求訴訟を提起した。 

上記訴訟事件は、神奈川簡易裁判所から横浜地方裁判所へ移送され（平成

30年（ワ）第○○号）、30年12月20日、Ｘ１が会社を被告として同地方裁判所
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に提起した未払賃金等請求事件（平成30年（ワ）第○○号）と併せて裁判上

の和解が成立し、終結した。 

なお、本件審査手続において、上記裁判上の和解の詳細は明らかにされて

いない。 

４ 前件の経過 

⑴ 30年１月12日、Ｙ２組合は、当委員会に対し、会社がＸ１らを被告とし

て上記不当利得返還請求訴訟を提起したことが労組法第７条第２号及び

第３号に該当するとして、前件の不当労働行為救済申立てを行った。 

⑵ 令和元年12月12日、Ｙ２組合の前件代理人弁護士は、Ｘ１に対し、電子

メールを送信した。 

この電子メールには、①会社がＸ１の退職及びＸ１への解決金の支払を

内容とする和解に応じない場合、Ｙ２組合として、会社に対し、Ｙ２組合

と会社との間の和解を打診する考えがあること、②Ｙ２組合が考える、Ｙ

２組合と会社との和解の要旨は、㋐会社が、Ｙ２組合に対し、解決金を支

払うこと、㋑会社が、将来において労働法規を遵守すること、㋒Ｙ２組合

が、過去のブログ等を削除すること、㋓Ｂ２が、会社に対し謝罪すること、

㋔Ｙ２組合と会社との間におけるＸ１に関する紛争についての清算条項、

㋕前件に関する口外禁止条項の６項目であることが記載されていた。 

⑶ 12月24日、Ｙ２組合と会社とは、前件について要旨以下アからキまでの

内容を含む本件和解協定書を締結した。 

ア 会社は、Ｙ２組合に対し、解決金を支払う。 

イ Ｙ２組合は、解決金受領後、速やかに前件の申立てを取り下げる。 

ウ Ｙ２組合は、平成29年12月７日付け以降の会社に対する要求を全て取

り下げる。 

エ 会社は、従業員の労働時間の管理、時間外手当の支給については、法

令にのっとり適正に行うことを表明する。 

オ Ｙ２組合は、Ｂ２の団体交渉における発言について反省し謝罪する。 

カ Ｙ２組合は、Ｙ２組合が管理するウェブサイト上の記事に投稿した会

社に関する投稿で、Ｙ２組合が削除可能なものを全て削除する。 

キ Ｙ２組合と会社とは、前件に関し、相互に相手方に対して本件和解協



 

 - 6 - 

定書に定める以外に何ら債権債務がなく、前件に関して民事上、刑事上、

行政上を問わず一切争わないことを確認する。 

なお、Ｘ１は本件和解協定書の締結当事者ではなく、同協定書にＸ１の

記名押印は存在しない。 

⑷ 令和２年１月７日、Ｙ２組合は、当委員会に対し、前件申立てに係る取

下書を提出した。 

５ Ｘ１のＹ２組合脱退 

１月30日、Ｘ１は、Ｙ２組合に退会届を送付した。 

この退会届には、退会理由として、前件において、①Ｘ１は退職を望んで

いなかったにもかかわらず、Ｙ２組合から退職を前提とする和解を勧められ

たこと、②Ｙ２組合が会社との間で本件和解協定書を締結したことによりＸ

１の労働者としての権利が侵害されたことなどの記載が含まれていた。 

なお、Ｘ１のＹ２組合在籍期間において、Ｘ１とＹ２組合又はＢ２との間

で労働契約を締結した事実がないことは、当事者間において争いがない。 

６ 会社における賞罰の告示の運用 

会社では、会社の賞罰委員会において決定した事項について「告示」と題

する文書を本社から各店舗に送付し、各店舗で１週間程度掲示を行い、その

後、各店舗が本社に返送する制度を運用していた。 

なお、会社は、○○店に対し、４年１月５日付けで「告示」と題する文書

を送付したが、その余の時期における同文書の送付状況等の詳細は不明であ

る。 

７ 本件救済申立て及びその後の経過 

 ２年12月23日、Ｘ１は、当委員会に対し、本件不当労働行為救済申立てを

行った。 

なお、本件申立時点において、Ｘ１は、Ｃ２会社を被申立人としていたと

ころ、３年７月19日、同社に対する申立てを取り下げた。 

６年９月４日、当委員会は、本件につき、審問を経ないで命令を発するこ

ととし、調査手続を終了した。 

第３ 判 断 

１ Ｙ２組合及びＢ２は、Ｘ１との関係で、労組法上の使用者に当たるか 
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⑴ 申立人Ｘ１の主張 

雇用主以外の事業主であっても、その労働者の基本的な労働条件につい

て、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、

決定することができる地位にある場合においては、その限度において、労

組法上の使用者に該当するものであるところ、Ｙ２組合は、前件において、

Ｘ１の承諾なく会社と和解協議を行い、Ｘ１の労働条件を決定していたこ

となどの事情から、Ｘ１との関係において労組法上の使用者に該当する。 

Ｂ２は、前件においてＹ２組合の副執行委員長にすら諮ることなく独断

で会社との間で交渉を行い、本件和解協定書を締結したものであり、Ｘ１

との関係において労組法上の使用者に該当する。 

⑵ 被申立人Ｙ２組合及び同Ｂ２の主張 

Ｙ２組合とＸ１とは、Ｘ１が一時的にＹ２組合の組合員であったという

関係にすぎず、Ｙ２組合はＸ１との間で労働契約を締結したこともない。 

同様に、Ｂ２とＸ１との関係も、Ｙ２組合の執行委員長と組合員という

関係にすぎず、Ｂ２とＸ１との間で労働契約を締結したこともない。 

以上のことから、Ｙ２組合及びＢ２は、Ｘ１との関係において労組法上

の使用者に該当しない。 

⑶ 当委員会の判断 

Ｘ１のＹ２組合在籍期間中において、Ｘ１とＹ２組合又はＢ２との間で

労働契約が締結された事実がなく、Ｙ２組合又はＢ２がＸ１の雇用主に当

たらないことについては、当事者間において争いがない（第２．５）。 

その他、Ｙ２組合又はＢ２とＸ１との間で、労働条件の維持改善を目的

とする労働組合又はその執行委員長と組合員との関係を超える関係を認

めることはできず、Ｙ２組合又はＢ２が、Ｘ１との関係でＸ１の基本的労

働条件について支配決定できるような使用者としての地位にあるとまで

は認めることができない。 

２ Ｙ２組合と会社とが、元年12月24日付けで和解協定書を締結したことは、

Ｙ２組合の組織運営に対する支配介入に当たるか 

⑴ 申立人Ｘ１の主張 

会社は、前件においてＸ１の組合活動を止めさせるためにＹ２組合との
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間で同人の退職を前提とする和解協議を行っていたが、同人の退職を前提

とする和解成立が見込めなくなってからは方針を変更し、Ｙ２組合に解決

金を支払うことを含む本件和解協定書を締結した。 

Ｙ２組合と会社とが本件和解協定書を締結したことは、Ｘ１の労働者と

しての権利を侵害するものであるとともに、会社によるＹ２組合に対する

経費援助に当たることから、Ｙ２組合の組織運営に対する支配介入に該当

する。 

⑵ 被申立人らの主張 

ア 被申立人会社の主張 

会社が、本件和解協定書を締結してＹ２組合に解決金を支払ったのは、

Ｘ１の組合活動を止めさせるためではない。 

会社は、会社として認めることができる条件を検討しながらＹ２組合

との間で交渉を継続し、最終的に本件和解協定書を締結したものであり、

かかる行為はＹ２組合の組織運営に対する支配介入には該当しない。 

イ 被申立人Ｙ２組合及び同Ｂ２の主張 

Ｙ２組合及びＢ２は、Ｘ１との関係で、労組法上の使用者には該当し

ない以上、不当労働行為が成立する余地はない。 

⑶ 当委員会の判断 

ア Ｘ１は、Ｙ２組合と会社とが元年12月24日付けで本件和解協定書を締

結したことは、Ｘ１の労働者としての権利を侵害する行為であり、Ｙ２

組合の組織運営に対する支配介入に当たる旨を主張する。 

確かに、本件和解協定書には「Ｙ２組合は、平成29年12月７日付け以

降の会社に対する要求を全て取り下げる」旨の条項が含まれているとこ

ろ（第２．４⑶ウ）、Ｙ２組合の会社に対する要求事項には、会社が、①

Ｘ１に対する社宅費用相当額の請求を放棄することや、②Ｘ１への未払

賃金の支払などが含まれていたこと（同２⑶）が認められる。 

しかし、Ｙ２組合の、会社に対する上記①及び②の要求事項は、前記

不当利得返還請求訴訟及び未払賃金等請求事件における裁判上の和解

（第２．３）によりＸ１と会社との間で解決が図られたものと推認でき

ることに加え、前件申立ては労組法第７条第２号及び第３号該当性が争
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点となっていたものであるところ（同４⑴）、本件和解協定書はＹ２組合

及び会社の互譲に基づく内容となっていると評価できること（同４⑶）、

本件和解協定書の締結に至る経緯においてＹ２組合の運営の自主性に

疑義を生じさせるような不自然な点は認められないこと、Ｘ１は本件和

解協定書の締結当事者となっておらず（同４⑶）、本件和解協定書の法的

効力がＸ１には直接的に及ばないことなどの事情を併せて考慮すれば、

Ｙ２組合と会社とが令和元年12月24日付けで本件和解協定書を締結し

たことは、Ｘ１の労働者又は組合員固有の権利を侵害するものとはいえ

ず、このほか、Ｙ２組合と会社とが元年12月24日付けで本件和解協定書

を締結したことがＹ２組合の組織運営に対する支配介入に当たると認

めるに足りる事情は特にうかがわれない。 

イ Ｘ１は、会社が、本件和解協定書に基づき解決金を支払ったことはＹ

２組合に対する経費援助であり、Ｙ２組合の組織運営に対する支配介入

に当たる旨主張する。 

しかし、労組法第７条第３号は使用者が「労働組合の運営のための経

費の支払につき経理上の援助を与えること」を経済的な支配介入として

禁止しているところ、本件和解協定書はＹ２組合及び会社の互譲に基づ

く内容となっていると評価することができること（第２．４⑶）、会社が、

Ｙ２組合に対し、本件和解協定書に基づく解決金以外に何らかの経済的

出捐を行ったとは認められないことなどの事情を併せて考慮すると、本

件和解協定書に基づき解決金を支払うことが、経済的な支配介入に当た

ると認めることはできない。 

３ 会社が、元年12月24日以降、Ｘ１が所属する店舗を除いて賞罰の告示を再

開した事実が認められるか、認められる場合、それが支配介入及び不当労働

行為救済申立てを理由とする不利益取扱いに当たるか 

⑴ 申立人Ｘ１の主張 

会社は、平成30年１月以降賞罰の告示の運用を停止し、前件において和

解が成立した令和元年12月24日以降、Ｘ１が所属する○○店を除いて運用

を再開しているのであって、かかる行為は支配介入及び不当労働行為救済

申立てを理由とする不利益取扱いに当たる。 
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⑵ 被申立人会社の主張 

賞罰の告示は、将来的に従業員が勤務する上での不利益につながる可能

性があることから、平成30年３月頃全店舗一律に配布を中止し、その後令

和元年７月頃、掲載内容を修正し、検証しながら店舗を限定して配布を再

開し、４年２月頃、全店舗において配布を再開した。 

よって、会社が、Ｘ１の所属する○○店を除いて賞罰の告示を再開した

事実はなく、支配介入及び不当労働行為救済申立てを理由とする不利益取

扱いに当たる余地はない。 

⑶ 当委員会の判断 

本件審査手続において、会社が元年12月24日以降、Ｘ１が所属する○○

店を除いて賞罰の告示を再開したと認めるに足りる証拠はなく、Ｘ１の申

立事実が支配介入又は不当労働行為救済申立てを理由とする不利益取扱

いに当たると認めることはできない。 

第４ 法律上の根拠 

以上の次第であるから、本件申立てに係る申立事実は、いずれも労組法第７

条に該当しない。 

  よって、労組法第27条の12及び労働委員会規則第43条を適用して主文のとお

り命令する。 

 

   令和６年12月17日 

 

                    東京都労働委員会 

                    会 長  團 藤 丈 士 


